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 なお、図６に示す各時間における値は、消費電力（消

費電力より回生電力が大きい場合は負となる）の積算

による消費電力量であり、その時点までの電力量を示

している。 
 また、車内情報システムの消費電力量は、以下の式

により求めている。 
消費電力量[kWh]＝「SIV 電力量」 
 ＋「VVVF1 力行電力量」－「VVVF1 回生電力量」 
 ＋「VVVF2 力行電力量」－「VVVF2 回生電力量」 
 

４．測定結果に差が生じた要因について 

 前節のように、測定した消費電力量に差が出る場合

と出ない場合が確認された。検討を行った結果、この

要因については、以下の影響が考えられる。 
・車内情報システムのサンプリング間隔による

影響 

・車内情報システムの量子化間隔による影響 

・電流、電圧センサ仕様による影響 

 一つ目のサンプリング間隔による影響については、

パンタ点電圧の大きな変動や消費先機器の頻繁な電

源の入り切りがある場合には影響があると考えられ

るが、今回用いた走行パターンや周辺環境は、これら

の影響を受けにくい条件であったため、サンプリング

間隔による影響は小さいと考えられる。 
 二つ目の量子化間隔による影響については、車内情

報システムは比較的量子化間隔が大きいことから、そ

れによる消費電力の誤差が積み重ねられると、結果と

して大きな差が生じると考えられる。なお、量子化に

ついては、EN 50463 において EN 60044-8 を引用し

ており、規定で定められた仕様を満足するためには、

16bit での量子化が必要となる。 
 三つ目のセンサ仕様による影響については、車両に

搭載されているセンサは高負荷電流の測定を定格と

する仕様となっていることから、比較的低負荷である

SIV の測定に対しては誤差が大きくなるため、その誤

差が蓄積されることによる影響も大きいと考えられ

る。 
 

５．まとめ 
 今回、国内で用いられている車内情報システムを使

用して車上電力量測定の性能の実態把握を行った。そ

の結果、車内情報システムを用いた電力量測定におい

ても、測定条件により、測定器によるパンタ点での測

定結果とほぼ同程度となる可能性が示されたものの、

場合によっては、大きな差が生じるケースがあること

も確認され、車内情報システムを利用した車上電力の

測定法による精度の把握ができた。 
 また、この差が生じる要因については、サンプリン

グ間隔による影響、量子化間隔による影響、センサ仕

様による影響が考えられ、本試験の測定環境において

は、量子化間隔及びセンサ仕様の影響が大きかったも

のと考察した。 
 車内情報システムを用いた車上電力量測定法につ

いては、こうした影響を定量的に把握しておくことに

より、目的に応じた有効な電力量測定が可能となると

考えられる。 
 今回の結果を踏まえた上で、PT 62888 で検討が進

められている国際規格審議案に対し、課金を目的とし

たヨーロッパ流の車上電力量測定法に加えて、課金を

目的としない日本流の車上電力量測定法が盛り込ま

れるよう提案していくこととし、今後とも日本国内で

用いられている車内情報システムを利用した電力量

測定法が国際規格化されるよう協力していきたいと

考えている。 
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１．はじめに 
これまでの鉄道に関わる国際規格は事業者あるい

はメーカ指向の、主としてハードウェアに関する部分

の規格が中心であった。そのため、事業者にとっては

重要ではあるものの、旅客の目にはその重要性が届か

ない分野の規格がほとんどであった。しかし、近年は

ユーザすなわち旅客指向の利便性や安全性に関わる

分野についての国際規格化の動きが広がってきてい

る。情報分野やサービス分野、ホームドアのように安

全対策として直接旅客の目に触れる設備に関しても

国際規格化を目指した動きが始まっている。また、そ

れらを包括的に扱い、路線の計画段階から旅客の利便

性や移動制約者の安全性等に配慮する方策等を考慮

すること等についても規格あるいはガイドライン化

が進められている。こうした新たな規格化の動きへの

交通安全環境研究所の取り組みについて紹介を行う。 
 

２．ISO/TC204/WG8(公共交通) 
２．１．フレームワーク 
高度道路交通システム（Intelligent Transport 

Systems : ITS）に関わる国際標準化は、電気分野以

外は国際標準化機構(International Organization for 
Standardization : ISO)が、電気分野は国際電気標準

会議(International Electrotechnical Commission : 
IEC) 及 び 国 際 電 気 通 信 連 合 (International 
Telecommunication Union : ITU)が審議している。

ISO の専門委員会(Technical Committee : TC)のひと

つである TC204 は、ITS の標準化を専門に行ってい

る。ISO/TC204 は 1992 年に設置され 1993 年から活

動が開始された。ISO/TC204 には、現在 12 の作業グ

ループ(Working Group : WG)が設置されており、

WG8 が公共交通を取り扱っている。 
 日本では、ISO 会員団体である日本工業標準調査

会（Japanese Industrial Standards Committee : 

JISC）から、ISO/TC204 の国内審議団体として公益

社団法人自動車技術会が承認を受け、同会に設置され

た ITS 標準化委員会（国内委員会）を中心に国際標準

化活動が行われている 1)。 
ITS 標準化委員会の下に設置された技術委員会で

は ISO/TC204のWGにそれぞれ対応した分科会があ

り、WG8 に対応した公共交通分科会は、一般財団法

人国土技術研究センターが事務局を務め、作業の進捗

確認や情報交換を行っている。 
交通安全環境研究所は、この国内委員会である

ISO/TC204/WG8 公共交通分科会に委員として参加

している。 
２．２．主な規格と審議状況 

ISO/TC204/WG8 で審議されている規格の内、旅客

の利便性に直結する規格としては、インタオペラブル

運賃管理システム(Interoperable Fare Management 
System : IFMS : ISO 24014)、公共交通の利用者情報

(ISO17185)が挙げられる。 
また、国際規格化に向けた審議事項としては、モバ

イルプラットフォームを使った運賃支払い等が挙げ

られる。 
２．２．１．IFMS (ISO24104) 
本規格は「複数事業者、複数サービスに対応する公

共交通の運賃管理システムを構築するための基礎と

なる概念アーキテクチャ」1)を規定するPart 1が2007
年に発行されている。 
本規格 Part 2 "Recommended Business Practices 

for Set of Rules" および Part 3 "Interoperability 
within a Multi-Application Environment"は技術報

告書(Technical Report : TR)として発行された。 
Part 1 は改訂作業が終了し、近々改訂版が発行され

ることになっている。日本の規格が国際規格に反映さ

れるよう、国内委員会で議論を進め、WG での審議に

臨んでいる。 
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２．２．２．公共交通の利用者情報 (ISO17185) 
公共交通の事業者･利用者の双方にメリットをもた

らす利用者情報についての規格である ISO17185 は

そのフレームワークがPart 1として2014年に発行さ

れた。より具体的なデータの取り扱いやユースケース

については、Part 2 " Data and Interface Standards 
Catalogue and Cross Reference"、Part 3 " Use 
Cases for Journey Planning Systems and Their 
Interoperation"として審議が進められ、Part 3 は技術

報告書(TR)として発行された。 
２．３．今後の展望 
上に挙げたような、旅客サービスに直結する技術は

情報通信技術に支えられており、日進月歩で技術開発

は進展している。国際規格化されたフレームワークの

中で、様々な技術開発が進むことが予測されるため、

規格の見直しについても随時行われていくものと考

えられる。また、公共交通事業者が旅客に提供するこ

れらのサービスに関するユーザデバイスも、IC カー

ドから携帯情報端末へ移行しつつあるが、今後どのよ

うな形へと進化するかは予断を許さない。料金の決済

方法や情報提供方法に関しては、公共交通分野だけで

なく他分野でも用いられる技術であることから、他分

野の規格との整合性をとりつつ、国･地域の実情をも

反映させた規格の構築が重要である。 
 

３．ISO/TC269(鉄道分野) 
３．１．フレームワーク 

ISO/TC269 は、国際電気標準会議(IEC)/TC9（鉄道

用電気設備とシステム）の担当範囲を除く鉄道全般の

国際規格を審議する ISOの専門委員会であり2012年

に設置された。国内審議団体は公益財団法人鉄道総合

技術研究所の鉄道国際規格センターが務めており、交

通安全環境研究所は、いくつかの国内作業部会･準備

会に委員として参加している。 
３．２．「ジェネリック」から「鉄道プロジェクト計

画」へ 
３．２．１ 「鉄道プロジェクト計画」規格検討経緯 

ISO/TC269 で審議されている規格提案の内、旅客

も含め鉄道事業者や沿線住民等の幅広い利害関係者

(Stakeholder)に関わる規格として、当初は「ジェネ

リック規格」の名称で、現在は「鉄道プロジェクト計

画 (Rail project planning) 」と名称変更となった提

案がある。本規格提案は日本発の提案として 2013 年

より ISO/TC269 に設置されたアドホックグループ

(Ad Hoc Group : AHG)にて検討が開始された。AHG
での検討の結果、AHG から作業部会(WG)へ移行し、

技術報告書(TR)の作成を目指した作業が進められて

いる。 
３．２．２ 「鉄道プロジェクト計画」規格提案概要 
本提案が目指すものは、鉄道に関するあらゆるプロ

ジェクトについて、鉄道システム全体とニーズに関す

る共通認識を標準化しようとするものである。 
より具体的に言えば、鉄道プロジェクトの計画に携

わる者や組織(発注者やコンサルタント等)が、プロジ

ェクトに関係する Stakeholder の利益を最適化し、当

該プロジェクトの正当性や合理性を確認するガイド

ラインとして用いることを目指している。その方法と

して、すべての Stakeholder のニーズを列挙･比較し、

ニーズと要求性能の相関を明らかにし、その鉄道プロ

ジェクトに適した候補となる鉄道システムを提案し、

意思決定を支援していく(図 1)。 
また、本規格提案の目指すものは、あくまでもガイ

ドライン的な使い方をするものであり、プロセスおよ

び手順を策定してそれらを体系的に管理するマネジ

メント規格とは異なる。適用範囲としては、新たな鉄

道プロジェクトだけに限らず、既存の鉄道の更新や延

伸計画も含まれている。したがって、新しい鉄道プロ

ジェクトが多数見込まれる開発途上国での適用だけ

でなく、すでに鉄道システムが発達している日本をは

じめとする先進国でも活用が期待される。 
技術的な適用範囲としては、新しい鉄道システムが

開発された場合には、それを阻害しないよう製品規格

の開発を制限することはないものとし、必要に応じて

他の規格と同様、新しいシステムの追加を検討する。 
 

 
図１ 鉄道プロジェクトにおける利害関係(概念図) 

３．２．３ 「鉄道プロジェクト計画」規格審議状況 
2015 年 11 月現在、本規格提案に関しては、ISO/ 

TC269/WG3では国際規格化を目指したTRとしての

発行を決定しており、Part 1 "Stakeholders and their 
needs/interest"と Part 2 "Conditions"について先行

して審議している。その後 Part 3 として鉄道プロジ

ェクト計画策定におけるプロセスを示すガイダンス

となる文書を開発･発行することを目指している。 
 

４．日本発の新たな国際規格を目指す動き 
～ ホームドア ～ 

４．１．ホームドア国際規格化の流れ 
鉄道利用者の安全性に直結する設備としてホーム

ドアがあり、日本においては大都市圏を中心に普及が

進んでおり、海外においても様々な形のホームドアあ

るいはホームバリアシステムが使われている。 
ホームドアについての記載がなされている国際規

格としては、自動運転都市交通システムに関する要求

事項を定めた規格である、 IEC62267 "Railway 
applications - Automated urban guided transport 
(AUGT) - Safety requirements" (2009 年発行)があ

る。この規格では、自動運転システムの観点から、い

くつかの要求事項が規定されている。 
自動運転に限らず様々な軌道系交通システムに適

用されるホームドアシステムに関する国際規格は現

時点では無いため、各国･各メーカは事業者の要求事

項に応じた様々な技術開発を行っており、そのことは

開発期間の長期化や開発コストの増加につながって

いる。 
2012 年 11 月には、欧州規格委員会(European 

Committee for Electrotechnical Standardization : 
CEN)の鉄道分野専門委員会(TC256)にホームドア規

格策定に関する作業部会（WG53)が設置され、国際規

格化に向けた動きが始まった。2015 年 1 月には第 1
回 WG が開催され、同 WG には日本から 1 名のオブ

ザーバ参加が認められた。 
一方、日本においては鉄道国際規格センターがホー

ムドアの規格化の可能性を検討するため、2010 年に

国、メーカ、学識経験者、鉄道事業者、研究機関をメ

ンバーとする「ホームドア勉強会」を設立した。 
欧州での規格化の動きや国内での検討結果を受け

て、2015 年 8 月に ISO/TC269 の国内委員会は、ホー

ムドアについて国際規格として提案することを決定

し、ホームドア規格準備会が発足した。現在、ISO に

新規規格提案(New Work Item Proposal)を行ってお

り、これが採択されると、国際規格化の動きが正式に

始まることとなる。 
４．２．日本からの提案の意義 
先に示した IEC62267 に関しては、審議が始まった

時点においては、天井高さまでのホームドアのみが審

議の対象であり、日本で普及している腰高式の可動式

ホーム柵(図２)は欧米からはホームドアとしての扱い

を受けていなかった。審議の過程において日本側が実

績を示し主張をすることにより、最終的には規格内に

取り込まれることとなった。 
AUGT は世界各地で導入が広がっており、日本か

らの輸出も多い。仮に日本で実績のあるシステムが国

際規格に取り入れられなかった場合、日本製品の輸出

は著しく困難になり、日本メーカは新たな開発負担を

強いられることになる。そうしたことを避けるために

も、ホームドアに限らず、日本で実績のある様々なシ

ステムを国際規格に取り込むことは、国家戦略上極め

て重要である。 
2015 年 3 月末時点で日本国内のホームドア（可動

式ホーム柵を含む）を設置している駅の数は 615 駅に

上り、2020 年までには 800 駅に設置することを目標

としている 2)。2020 年には東京オリンピック・パラ

リンピックの開催が予定されていることから、ホーム

ドアが設置される数はさらに増える可能性もある。 
また、日本国内ではいくつかの新しいタイプのホー

ムドアシステムの開発が進んでおり、実用化に向けて

試験的な設置も進み始めている。既に実績のあるホー

ムドアに加え、新しいタイプのものについても国際規

格に取り入れられることにより、国内のみならず海外

においても普及が見込まれることになる。 

 
図２ 可動式ホーム柵 
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２．２．２．公共交通の利用者情報 (ISO17185) 
公共交通の事業者･利用者の双方にメリットをもた

らす利用者情報についての規格である ISO17185 は

そのフレームワークがPart 1として2014年に発行さ

れた。より具体的なデータの取り扱いやユースケース

については、Part 2 " Data and Interface Standards 
Catalogue and Cross Reference"、Part 3 " Use 
Cases for Journey Planning Systems and Their 
Interoperation"として審議が進められ、Part 3 は技術

報告書(TR)として発行された。 
２．３．今後の展望 
上に挙げたような、旅客サービスに直結する技術は

情報通信技術に支えられており、日進月歩で技術開発

は進展している。国際規格化されたフレームワークの

中で、様々な技術開発が進むことが予測されるため、

規格の見直しについても随時行われていくものと考

えられる。また、公共交通事業者が旅客に提供するこ

れらのサービスに関するユーザデバイスも、IC カー

ドから携帯情報端末へ移行しつつあるが、今後どのよ

うな形へと進化するかは予断を許さない。料金の決済

方法や情報提供方法に関しては、公共交通分野だけで

なく他分野でも用いられる技術であることから、他分

野の規格との整合性をとりつつ、国･地域の実情をも

反映させた規格の構築が重要である。 
 

３．ISO/TC269(鉄道分野) 
３．１．フレームワーク 

ISO/TC269 は、国際電気標準会議(IEC)/TC9（鉄道

用電気設備とシステム）の担当範囲を除く鉄道全般の

国際規格を審議する ISOの専門委員会であり2012年

に設置された。国内審議団体は公益財団法人鉄道総合

技術研究所の鉄道国際規格センターが務めており、交

通安全環境研究所は、いくつかの国内作業部会･準備

会に委員として参加している。 
３．２．「ジェネリック」から「鉄道プロジェクト計

画」へ 
３．２．１ 「鉄道プロジェクト計画」規格検討経緯 

ISO/TC269 で審議されている規格提案の内、旅客

も含め鉄道事業者や沿線住民等の幅広い利害関係者

(Stakeholder)に関わる規格として、当初は「ジェネ

リック規格」の名称で、現在は「鉄道プロジェクト計

画 (Rail project planning) 」と名称変更となった提

案がある。本規格提案は日本発の提案として 2013 年

より ISO/TC269 に設置されたアドホックグループ

(Ad Hoc Group : AHG)にて検討が開始された。AHG
での検討の結果、AHG から作業部会(WG)へ移行し、

技術報告書(TR)の作成を目指した作業が進められて

いる。 
３．２．２ 「鉄道プロジェクト計画」規格提案概要 
本提案が目指すものは、鉄道に関するあらゆるプロ

ジェクトについて、鉄道システム全体とニーズに関す

る共通認識を標準化しようとするものである。 
より具体的に言えば、鉄道プロジェクトの計画に携

わる者や組織(発注者やコンサルタント等)が、プロジ

ェクトに関係する Stakeholder の利益を最適化し、当

該プロジェクトの正当性や合理性を確認するガイド

ラインとして用いることを目指している。その方法と

して、すべての Stakeholder のニーズを列挙･比較し、

ニーズと要求性能の相関を明らかにし、その鉄道プロ

ジェクトに適した候補となる鉄道システムを提案し、

意思決定を支援していく(図 1)。 
また、本規格提案の目指すものは、あくまでもガイ

ドライン的な使い方をするものであり、プロセスおよ

び手順を策定してそれらを体系的に管理するマネジ

メント規格とは異なる。適用範囲としては、新たな鉄

道プロジェクトだけに限らず、既存の鉄道の更新や延

伸計画も含まれている。したがって、新しい鉄道プロ

ジェクトが多数見込まれる開発途上国での適用だけ

でなく、すでに鉄道システムが発達している日本をは

じめとする先進国でも活用が期待される。 
技術的な適用範囲としては、新しい鉄道システムが

開発された場合には、それを阻害しないよう製品規格

の開発を制限することはないものとし、必要に応じて

他の規格と同様、新しいシステムの追加を検討する。 
 

 
図１ 鉄道プロジェクトにおける利害関係(概念図) 

３．２．３ 「鉄道プロジェクト計画」規格審議状況 
2015 年 11 月現在、本規格提案に関しては、ISO/ 

TC269/WG3では国際規格化を目指したTRとしての

発行を決定しており、Part 1 "Stakeholders and their 
needs/interest"と Part 2 "Conditions"について先行

して審議している。その後 Part 3 として鉄道プロジ

ェクト計画策定におけるプロセスを示すガイダンス

となる文書を開発･発行することを目指している。 
 

４．日本発の新たな国際規格を目指す動き 
～ ホームドア ～ 

４．１．ホームドア国際規格化の流れ 
鉄道利用者の安全性に直結する設備としてホーム

ドアがあり、日本においては大都市圏を中心に普及が

進んでおり、海外においても様々な形のホームドアあ

るいはホームバリアシステムが使われている。 
ホームドアについての記載がなされている国際規

格としては、自動運転都市交通システムに関する要求

事項を定めた規格である、 IEC62267 "Railway 
applications - Automated urban guided transport 
(AUGT) - Safety requirements" (2009 年発行)があ

る。この規格では、自動運転システムの観点から、い

くつかの要求事項が規定されている。 
自動運転に限らず様々な軌道系交通システムに適

用されるホームドアシステムに関する国際規格は現

時点では無いため、各国･各メーカは事業者の要求事

項に応じた様々な技術開発を行っており、そのことは

開発期間の長期化や開発コストの増加につながって

いる。 
2012 年 11 月には、欧州規格委員会(European 

Committee for Electrotechnical Standardization : 
CEN)の鉄道分野専門委員会(TC256)にホームドア規

格策定に関する作業部会（WG53)が設置され、国際規

格化に向けた動きが始まった。2015 年 1 月には第 1
回 WG が開催され、同 WG には日本から 1 名のオブ

ザーバ参加が認められた。 
一方、日本においては鉄道国際規格センターがホー

ムドアの規格化の可能性を検討するため、2010 年に

国、メーカ、学識経験者、鉄道事業者、研究機関をメ

ンバーとする「ホームドア勉強会」を設立した。 
欧州での規格化の動きや国内での検討結果を受け

て、2015 年 8 月に ISO/TC269 の国内委員会は、ホー

ムドアについて国際規格として提案することを決定

し、ホームドア規格準備会が発足した。現在、ISO に

新規規格提案(New Work Item Proposal)を行ってお

り、これが採択されると、国際規格化の動きが正式に

始まることとなる。 
４．２．日本からの提案の意義 
先に示した IEC62267 に関しては、審議が始まった

時点においては、天井高さまでのホームドアのみが審

議の対象であり、日本で普及している腰高式の可動式

ホーム柵(図２)は欧米からはホームドアとしての扱い

を受けていなかった。審議の過程において日本側が実

績を示し主張をすることにより、最終的には規格内に

取り込まれることとなった。 
AUGT は世界各地で導入が広がっており、日本か

らの輸出も多い。仮に日本で実績のあるシステムが国

際規格に取り入れられなかった場合、日本製品の輸出

は著しく困難になり、日本メーカは新たな開発負担を

強いられることになる。そうしたことを避けるために

も、ホームドアに限らず、日本で実績のある様々なシ

ステムを国際規格に取り込むことは、国家戦略上極め

て重要である。 
2015 年 3 月末時点で日本国内のホームドア（可動

式ホーム柵を含む）を設置している駅の数は 615 駅に

上り、2020 年までには 800 駅に設置することを目標

としている 2)。2020 年には東京オリンピック・パラ

リンピックの開催が予定されていることから、ホーム

ドアが設置される数はさらに増える可能性もある。 
また、日本国内ではいくつかの新しいタイプのホー

ムドアシステムの開発が進んでおり、実用化に向けて

試験的な設置も進み始めている。既に実績のあるホー

ムドアに加え、新しいタイプのものについても国際規

格に取り入れられることにより、国内のみならず海外

においても普及が見込まれることになる。 

 
図２ 可動式ホーム柵 
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４．３．ホームドア国際規格化へ向けた交通安全環境

研究所の役割 
現在、国内メーカで開発が進んでいる新しいホーム

ドアシステムは、列車のドア数が異なる場合にも対応

可能なシステムとなっている。従来型と同様に車両ド

アの位置に合わせてホームドアが横方向に開閉する

ものと、異なる車両ドア位置を広くカバーするように

水平方向に渡したワイヤもしくはバーが上下に開閉

するものとが開発されている（図３～４）。 
交通安全環境研究所ではこうした新しいホームド

アについて安全性評価を行っており 3)、リスク解析等

を経て、旅客の安全性のための要求事項に関する知見

を得ている。 
これらの成果をホームドア規格準備会で活用する

ことで、こうした新しいタイプのホームドアも含まれ

る形で国際規格が成立するよう、今後とも協力してい

く。 
 

 
図３ 開発中のホームドアの例(ドア位置可変型) 

 

 
図３ 開発中のホームドアの例(昇降型) 

５．おわりに 
これまで述べてきたように、鉄道に関する国際規格

の新しい動きとして、従来のような工業技術的な規格

とは異なる、旅客サービス、利便性、車いすや視覚障

害者の安全を考慮したバリアフリー等に関する規格

が生まれつつある。 
鉄道事業はこれからインフラ整備が進む新興国に

大きな市場が広がることが予想されるとともに、先進

国においても、高齢社会の安全な移動手段としてさら

なるサービス向上が求められており、国際市場の拡大

が予想されている。 
鉄道インフラ市場が国際的に広がるだけでなく、旅

客の移動も国境を越えて活発になると予測されるこ

とから、旅客サービスに直結する国際規格が整えら

れ、あらゆる国･地域で国際規格に則ったサービス水

準が提供されることが期待される。 
こうした国際規格化は、インフラ整備の主体である

国や公共団体、コンサルタント、施工業者、メーカ、

事業者、利用者にとって、それぞれメリットをもたら

すものと考えられる。 
交通安全環境研究所ではこれからも、優れた日本の

鉄道技術が国際規格に取り入れられるよう、WG 等の

場でこれまでの知見を活かすとともに、認証機関とし

ての力量も高め、鉄道分野の発展に貢献していきたい

と考えている。 
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１．はじめに 
 現在、鉄道技術分野において、国際規格化の動きが

活発になっており、特に欧州規格（European Norm : 
EN）の積極的な国際規格化が進められている状況に

ある。この流れが主流となると国際規格は、基本的に

欧州規格がベースとなってしまい、日本の鉄道技術が

国際的に孤立する恐れがある。仮に国際規格に日本の

システムや考え方が盛り込まれない場合には、我が国

のメーカは国際競争力を失う恐れがあり、また、その

ような国際規格がそのまま JIS 化された場合には、我

が国の鉄道事業者が日本の実情に合わない製品やコ

スト高の独自製品を購入せざるを得なくなるなど、新

たな負担を強いられる恐れもある。 
 こういう恐れに対して、日本では、国土交通省鉄道

局の指導の下、公益財団法人鉄道総合技術研究所の鉄

道国際規格センター（以下、「規格センター」という）

をはじめ、官民が一体となって、日本の技術の国際規

格化に取り組んでいる。その活動の中で、交通安全環

境研究所（以下、「交通研」という）では、「自動運転

都市内軌道旅客輸送システム－安全要求事項(IEC 
62267)」、「都市交通システムの管理と指令（IEC 
62290）」、「鉄道の運転状況記録装置（IEC 62625）」、
「鉄道システムからの磁界測定法（IEC/TS 62597）」、
「無線利用列車制御システム（IEC 62773）」、「鉄道の

環境条件に関する要件（IEC 62498）」等に関する国

際規格審議に国内主査、国際主査等の主導的立場で参

画し、国際規格化に貢献するとともに、国内では、技

術基準化、JIS 化等にも貢献してきている。 
 また今後は、鉄道製品の国際展開で重要となる日本

提案の RAMS（信頼性（R）、アベイラビリティー（A）、
保守性（M）、安全性（S））規格（IEC 62278）改訂

審議が行われる予定であり、それらについても、交通

研は積極的に関わり、鉄道の国際規格化への支援を続

けていく予定である。本稿では、交通研のこれまでの

国際規格への関わりと今後の方針、認証機関としての

関わりについて述べる。 
２．交通研が関わった国際規格 

２．１．自動運転都市内軌道旅客輸送システム（AUGT）

（IEC 62267）- 安全要求事項 

２．１．１．概 要 

 専用軌道上を走行する、添乗員付き又は自走式自動

列車運転を伴う AUGT（Automated Urban Guided 
Transport）システムの安全要求事項について規定し

た規格である。2009 年に規格が発行され、ハザード

分析の例を示した TR（Technical Report）が 2011 年

に発行されている。また、この規格は 2012 年に JIS
化（JIS E 3802:2012）されている。 
２．１．２．交通研の関わり 

 交通研は、国内主査として、安全要求事項を定める

に際して、欧州が基本としている安全の原則(ALARP 
(as low as reasonably practicable)､MEM(maximum 
entropy method)､GAMAB(globalement au moinus 
aussi bon)(リスクは合理的に実行可能な限り出来る

だけ低くしなければならない)）に対して、日本では、

「省令」を基本としていることを議論し、数値のみを

規定する規格とならないよう主導した。その結果、日

本で普及している腰高式ホームドアの安全要求事項

が、ほぼ日本のホームドアの仕様と同じ内容となっ

た。日本の鉄道の安全確保方法を図１に示す。 
 
 
 
 
 
 

図１ 日本の鉄道の安全確保方法 


